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９．４から８までに掲げる事業及び措置の総合的かつ一体的推進に関する事項 

[１]市町村の推進体制の整備等  

（１）中心市街地活性化を統括する組織 

本市では、商工労働観光部商工労政課において、関係部局間の連携を図りながら、中

心市街地活性化基本計画の作成、関連事業の進捗状況等の管理を行っている。 

（２）大分市における内部の推進体制 

本市では、当初計画の策定に際し、「大分市中心市街地活性化基本計画策定・推進委

員会」を設置した。その後、第２期となる前々計画の策定においても引き続き当委員会

で検討を行い、前計画の策定についても、前々計画の検証や施策などの取りまとめ、県

事業や民間事業との連携などについて、計画策定に必要な検討を行った。本計画に関

しても、策定後もこの組織により計画の進捗管理を行うとともにフォローアップ体制

を整備していく。 

また、委員会の下部組織として幹事会、作業部会を設置しており、具体的な事業の推

進について調整を行う。 

 

■中心市街地活性化基本計画策定・推進委員会名簿 

委員長 副市長 

委員会：14 名 幹事会：39 名 

総務部長 防災危機管理課長 

企画部長 企画課長、情報政策課長、文化振興課長、国際課長、スポーツ振興課長 

財務部長 財政課長、管財課長 

市民部長 市民協働推進課長 

福祉保健部長 福祉保健課長、長寿福祉課長、障害福祉課長、保健総務課長 

子どもすこやか部長 子ども企画課長、子育て支援課長 

環境部長 環境対策課長 

商工労働観光部長 商工労政課長、創業経営支援課長、観光課長、おおいた魅力発信局長 

農林水産部長 農政課長、生産振興課長、林業水産課長 

土木建築部長 土木管理課長、道路建設課長、住宅課長 

都市計画部長 
都市計画課長、まちなみ企画課長、都市交通対策課長、開発建築指導課長、 
まちなみ整備課長、公園緑地課長 

教育委員会事務局教育部長 学校施設課長、文化財課長、美術振興課長 

消防局長 警防課長 

上下水道局上下水道部長 経営企画課長、下水道整備課長、下水道施設管理課長 
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（３）大分市における取組状況 

○令和４年２月 16 日 令和３年度第２回委員会・第２回幹事会 合同会議（書面審

議） 

基本計画に関するこれまでの取組、本計画の策定についての協議 

 

○令和４年４月 26 日 令和４年度第１回委員会・第１回幹事会 合同会議 

前計画の進捗状況、本計画の概要案、スケジュールについての協議 

 

○令和４年８月 17 日 令和４年度第２回委員会・第２回幹事会 合同会議 

本計画の概要案、スケジュールについての協議 

 

○令和４年９月 27 日 令和４年度第３回委員会・第３回幹事会 合同会議 

本計画素案の内容に関する協議、スケジュールについての協議 

 

○令和４年 11 月 18 日 令和４年度第４回委員会・第４回幹事会 合同会議 

前計画の変更申請についての協議、パブリックコメントの結果、本計画（案）の内容

についての協議 

 

○令和５年４月 27 日 令和５年度第１回委員会・第１回幹事会 合同会議 

本計画の認定報告、前計画の最終フォローアップについての協議 

 

○令和５年 12 月 14 日 令和５年度第２回委員会・第２回幹事会 合同会議（書面審

議） 

本計画の変更申請についての協議 

 

（４）大分市議会における審議の内容 

令和４年に開催された定例会における中心市街地活性化に関する主な審議の内容は

下表のとおりとなっている。 

また、経済環境常任委員会及び地域活性化対策特別委員会において、前計画の進捗

状況並びに本計画案についての報告等を行った。 

 

第２回定例会 

（令和４年６月 17日） 

（質問要旨） 

・中心市街地にベンチを増やすことで、中心市街地の滞留性や回

遊性が向上するのではないかと考えるが、本市の見解を聞きた

い。また、中心市街地にベンチを増やし、中心市街地の滞留性

や回遊性が向上すると、本市の経済にも多大な効果が得られる

と考えるが、本市の見解を聞きたい。 

（都市計画部長答弁要旨） 

・ベンチは、憩いの機能や交流の機会が増える効果などがあるも

のと認識しているところであり、公共施設や商業施設などをつ
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なぐ歩道などの空間に設置することで、中心市街地の活性化に

資する滞留性や回遊性の向上につながるものと考えている。 

・地域住民や地元商店街組織、来街者の意向などを踏まえ、個人、

企業、団体との連携や協力を視野に入れる中で、ベンチのある

まちづくりに向けた検討を進めたい。 

（商工労働観光部長答弁要旨） 

・本市では、第３期大分市中心市街地活性化基本計画を策定し、

内閣総理大臣の認定を受け、中心市街地の活性化に向け、ソフ

ト・ハードの両面から各種事業に取り組んでいる。 

・計画では目標の一つに、魅力的な都市空間の創出による回遊性

の向上を掲げているところであり、まちなかへのベンチの設置

については、来街者の利便性が確保され、滞留性や回遊性の向

上につながることから、経済への波及効果が期待できるものと

考えている。 
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[２]中心市街地活性化協議会に関する事項  

 

 

（１）大分市中心市街地活性化協議会の概要 

本市では、「大分商工会議所」と「株式会社大分まちなか倶楽部」が共同設置者とな

り、平成 20 年４月に「大分市中心市街地活性化協議会」が設置された。 

本計画においても、当初計画から前計画までと同様に活動を行っていく。 
 

（２）協議会の構成員及び開催状況 

大分市中心市街地の都市機能の増進や経済活力の向上、賑わいの創出などについて

総合的に推進するため、本協議会は、大分商工会議所や商店街、大型店等の商業関係

者、バス事業者などの交通事業者、銀行などの金融機関、福祉や教育などまちづくりに

関する団体や地域住民等、多様な主体からの代表者を構成員として位置づけている。 

 

■大分市中心市街地活性化協議会構成員（順不同） 
  所  属  先   

1 大分商工会議所 
経済活力の向上を総合的に推進するための調整を図るにふさわしい者
（第 15 条第１項第２号のイ） 

2 ㈱大分まちなか倶楽部 
都市機能の増進を総合的に推進するための調整を図るにふさわしい者
（第 15 条第１項第１号のロ） 
※本市の出資比率は 19.05％（令和４年現在） 

3 大分大学 学識経験者（法第 15 条第８項関係） 
4 大分工業高等専門学校   〃  （法第 15 条第８項関係） 
5 日本文理大学   〃  （法第 15 条第８項関係） 
6 大分県立芸術文化短期大学   〃  （法第 15 条第８項関係） 
7 大分市商店街連合会 商店街（法第 15 条第４項第２号関係） 
8 大分市竹町通商店街振興組合  〃 （法第 15 条第４項第２号関係） 
9 大分市中央町商店街振興組合  〃 （法第 15 条第４項第２号関係） 

10 大分市府内五番街商店街振興組合  〃 （法第 15 条第４項第２号関係） 
11 サンサン通り商店街振興組合  〃 （法第 15 条第４項第２号関係） 
12 大分市ポルトソール商店街振興組合  〃 （法第 15 条第４項第２号関係） 
13 ㈱トキハ 地域内大型店（法第 15 条第４項第２号関係） 
14 ㈱ＪＲ大分シティ    〃   （法第 15 条第４項第２号関係） 
15 ㈱エフ・ティー・シーホテル開発 宿泊事業者（法第 15 条第４項第２号関係） 
16 ㈱大分センチュリーホテル   〃  （法第 15 条第４項第２号関係） 
17 (一社)大分県宅地建物取引業協会大分支部 不動産業者（法第 15 条第８項関係） 
18 大分市大分中央地区自治委員連絡協議会 自治委員（法第 15 条第８項関係） 
19 大分都心まちづくり委員会 地域活動団体（法第 15 条第８項関係） 
20 ㈱大分銀行 金融機関（法第 15 条第８項関係） 
21 ㈱豊和銀行   〃  （法第 15 条第８項関係） 
22 大分信用金庫   〃  （法第 15 条第８項関係） 
23 大分県信用組合   〃  （法第 15 条第８項関係） 
24 九州旅客鉄道㈱大分支社 交通事業者（法第 15 条第４項関係） 
25 大分バス㈱   〃  （法第 15 条第４項関係） 
26 大分交通㈱   〃  （法第 15 条第４項関係） 
27 （一社）大分県タクシー協会   〃  （法第 15 条第４項関係） 
28 九州電力㈱ 大分支社 居住促進・環境向上（法第 15 条第８項関係） 
29 大分県建設業協会大分支部     〃    （法第 15 条第８項関係） 
30 ㈲大分合同新聞社 報道・放送関係（法第 15 条第８項関係） 
31 ＮＨＫ大分放送局    〃   （法第 15 条第８項関係） 
32 ㈱大分放送    〃   （法第 15 条第８項関係） 
33 ㈱テレビ大分    〃   （法第 15 条第８項関係） 
34 大分朝日放送㈱    〃   （法第 15 条第８項関係） 
35 大分県中心市街地活性化支援会議 オブザーバー・アドバイザー（法第 15 条第７項関係） 
36 （一社）大分市観光協会 観光協会（法第 15 条第８項関係） 
37 大分市都市計画部 オブザーバー・アドバイザー（法第 15 条第６項関係） 
38 大分市商工労働観光部       〃      （法第 15 条第６項関係） 
39 大分県大分中央警察署       〃      （法第 15 条第８項関係） 
40 経済産業省九州経済産業局       〃      （法第 15 条第７項関係） 
41 国土交通省九州地方整備局       〃      （法第 15 条第７項関係） 
42 （独）中小企業基盤整備機構       〃      （法第 15 条第７項関係） 
43 ㈱日本政策投資銀行大分事務所       〃      （法第 15 条第８項関係） 
44 ㈱大分まちなか倶楽部       〃      （法第 15 条第８項関係） 
45 大分商工会議所       〃      （法第 15 条第８項関係） 
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＜協議会の開催状況＞ 

○令和４年５月 13 日 令和４年度第１回 大分市中心市街地活性化協議会 

前計画の進捗状況、本計画の概要案、スケジュールについての協議 

 

○令和４年８月 29 日 令和４年度第２回 大分市中心市街地活性化協議会 

本計画の概要案、スケジュールについての協議 

 

○令和４年 10 月 11 日 令和４年度第３回 大分市中心市街地活性化協議会 

本計画素案の内容に関する協議、スケジュールについての協議 

 

○令和４年 11 月 28 日 令和４年度第４回 大分市中心市街地活性化協議会 

前計画の変更申請についての協議、パブリックコメントの結果、本計画（案）につい

ての協議 

 

○令和５年５月 11 日 令和５年度第１回 大分市中心市街地活性化協議会 

本計画の認定報告、前計画の最終フォローアップについての協議 

 

○令和５年 12 月 28 日 令和５年度第２回 大分市中心市街地活性化協議会（書面審

議） 

本計画の変更申請についての協議 

 

（３）法第 15 条各項の規定に適合していること 

平成 19 年５月、都市機能の増進を図るため、大分商工会議所との法定協議会の共同

設立者となるべく、官民一体となった「株式会社大分まちなか倶楽部」を設立した。 

 

＜株式会社大分まちなか倶楽部の概要＞ 

【設立】平成 19 年５月 14 日 

【資本金】10,500,000 円（発行株式数 525 株×一口 20,000 円） 

【出資者】 

区分 所有株式数 所有割合 備考 

大分市 100 19.05％ 発起人 

大分商工会議所 100 19.05％ 発起人 

㈲大分合同新聞社 75 14.29％  

㈱トキハ 50 9.53％  

デジタルバンク㈱ 25 4.76％  

㈱大分銀行 25 4.76％  

㈱豊和銀行 25 4.76％  

大分信用金庫 25 4.76％  

大分県信用組合 25 4.76％  
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大分市中心部商店街振興組合 25 4.76％  

大分都心まちづくり委員会 25 4.76％  

㈱ＪＲ大分シティ 25 4.76％  

計 525 100％  

 

【業務内容】 

・都市基盤整備、都市再開発、観光開発等都市機能の向上を図る事業及び産業振興事業

に関する各種調査、研究、企画立案、情報提供並びに実施及びコンサルタント業務 

・上記事業に係る共同施設、駐車場、店舗等の取得、建設、管理運営業務 

・上記事業に係る不動産の取得、譲渡、賃貸借、斡旋、仲介及び管理、維持、補修、警

備、清掃業務 

・上記事業に係る商業振興各種イベントの企画、実施、販売、情報提供 

・商店街、商店の販売促進のための共同事業の企画運営、指導、情報提供、コンサルタ

ント業務及び事業実施の受託 

・地方公共団体、法人、その他事業者等の依頼により対価を得て行う調査、研究、コン

サルタント業務及び事業実施の受託 他 
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（４）大分市中心市街地活性化協議会による意見書（写し） 
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（５）協議会の規約 

＜大分市中心市街地活性化協議会規約＞ 

第１章 総則 

（名称） 

第１条 本会は、大分市中心市街地活性化協議会（以下「協議会」という。）と称する。 

（事務局） 

第２条 協議会は、事務局を大分県大分市長浜町 3丁目 15-19、大分商工会議所内に置く。 

（目的） 

第３条 協議会は、次に掲げる事項を行うことを目的とする。 

（１）大分市が策定する中心市街地活性化基本計画並びに認定基本計画及びその実施に関し必要な事

項についての意見の調整及び整理 

（２）大分市の中心市街地の活性化に関する事業の実施及び調整 

（３）大分市の中心市街地の活性化に関する関係者相互の意見及び情報の交換 

（４）大分市の中心市街地の活性化に寄与する調査研究の実施 

（５）その他中心市街地に関すること。 

 

第２章 構成 

（協議会の構成） 

第４条 協議会は、次のものをもって構成する。 

（１）大分商工会議所 

（２）株式会社大分まちなか倶楽部 

（３）法第１５条第４項、７項、８項に該当するもの 

（４）前号各号に掲げるものの他、協議会において特に必要があると認めるもの 

（入会） 

第５条 前条各号に該当するもので協議会の趣旨に賛同し入会を希望するものは、会長の承認を得な

ければならない。 

（退会） 

第６条 協議会を退会しようとするときは、その旨を会長に届け出なければならない。 

 

第３章 役員 

（役員） 

第７条 協議会に次の役員を置く。 

（１）会  長  １名 

（２）副 会 長      ２名 

２ 会長は大分商工会議所会頭をもって充てる。 

３ 副会長は会長が会員の中から選任する。 
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（役員の任期） 

第８条 役員の任期は２年とする。ただし再任は妨げない。 

２ 役員は任期終了後、後任者の就任するまで引き続きその職務を行うものとする。 

３ 補充で選任された役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（職務） 

第９条 会長は協議会を代表し、会務を総理する。 

２ 副会長は、会長を補佐し会長に事故あるとき、また会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

 

第４章 会議 

第１０条 協議会は、年１回以上開催し、活動報告、活動計画、規約の改正、役員の選出その他必要

な事項を審議する。 

２ 協議会は、会員をもって構成する。 

３ 協議会は、会員の半数以上が出席しなければこれを開くことができない。 

４ 協議会は、会長が招集し、会長が議長となる。 

５ 協議会の議事は、出席者の過半数をもってこれを決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

（ワーキング委員会） 

第１１条 協議会の目的を実行するため、ワーキング委員会を設置することができる 

２ ワーキング委員会は、協議会の定める活動方針に沿って活動する。 

３ ワーキング委員会は、活動状況を協議会に報告する。 

４ ワーキング委員会の組織、運営その他必要な事項は、会長が別に定める。 

 

第５章 会 計 

第１２条 協議会の会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

第１３条 協議会の収入は、補助金、負担金、寄付金、事業収入及びその他による。 

２ 協議会の支出は、事業費、通信費、事務費、会議費その他運営に要する経費とする。 

 

第６章 解 散 

第１４条 協議会の議決に基づいて解散する場合は、会員の３分の２以上の同意を得なければならな

い。 

２ 協議会が解散した場合においては、協議会の収支は解散日をもって打ち切り、大分商工会議所が

これを決算する。 

 

附則 

１ この規約は、平成 20年 4月 23 日から施行する。 

２ 協議会設立時の役員の任期は平成 21 年 3 月 31 日までとする。 

３ この規約に定めるほか、協議会の運営に関し必要な事項については、会長が別に定める。 
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[３]基本計画に基づく事業及び措置の一体的な推進等  

（１）客観的現状分析、ニーズ分析に基づく事業及び措置の集中実施 

①統計的データの客観的な把握・分析 

統計的データの客観的な把握・分析については、「１．中心市街地の活性化に関する

基本的な方針」の「［２］中心市街地の現況分析」において、地域の現状に関する統計

的なデータの把握・分析を記載している。 

②地域住民のニーズの客観的な把握・分析 

地域住民のニーズの客観的な把握・分析については、令和４年８～９月に実施した

大分市中心市街地活性化に関する市民アンケート調査において分析を行い、「１．中心

市街地の活性化に関する基本的な方針」の「［４］市民意向の把握」に記載している。 

③前計画に基づく取組の把握・分析 

前計画に基づく取組の把握・分析については、「１．中心市街地の活性化に関する基

本的な方針」の「［５］これまでの中心市街地活性化の取組の検証」において、前計画

の取組状況に基づく把握・分析を記載している。 

 

（２）様々な主体の巻き込み及び各種事業等との連携・調整 

本計画の実施においては、多様な主体が連携を図りながら、主体的かつ積極的に中

心市街地活性化の取組を展開していく必要がある。 

①各種団体との連携・調整 

基本計画に基づく各種事業の円滑な推進のためには、市民、事業者、行政などの様々

な主体が連携を図る必要がある。 

本計画の事業実施においても、関連する関係者等と連携を図りながら、活動の継続

や発展に取り組む必要がある。 

 

＜商工会議所との連携＞ 

中心市街地活性化協議会の場を通じて、事業者や地域住民等と意見交換を行いなが

ら、円滑に本計画に基づく事業の実施を行うため、協議会事務局を担う大分商工会議

所と連携を図ってきた。本計画においても、大分商工会議所とさらなる連携を図りな

がら、計画に基づく事業を推進していく。 

＜株式会社大分まちなか倶楽部との連携＞ 

株式会社大分まちなか倶楽部は、第１期となる当初計画の策定に合わせて設立した

株式会社であり、まちなかでの開業サポート、イベント開催など、中心市街地の活性化

に向けて、地域住民や事業者等を巻き込み、中心的な主体として取組を推進してきた。 

本計画においても、株式会社大分まちなか倶楽部を中心として、多様な活動団体と

連携を図りながら、計画に基づく事業を推進していく。 

 

②パブリックコメントの実施 

令和４年 10 月 14 日から令和４年 11 月 14 日までの期間において、本市ホームペー

ジ及び市役所担当課窓口等での閲覧により、本計画（案）に対するパブリックコメント

を実施した。 
 


